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 ③　第三期　「第 79 回帝国議会（1941 年 12 月 26 日 ― 1942 年 3 月 25 日）から第 80 回帝国議会































 ④　第四期　「財団法人大日本育英会の創設」1943 年 10 月 18 日 
 　興亜育英金庫案を持って国家的奨学金制度実現を意図していた国民教育振興議員連盟であった
が，文部省から「興亜育英金庫制度創設案要項批判」を受けて危機感を強めていた。第 81 回帝国
議会（1942 年 12 月 26 日 ― 1943 年 3 月 25 日および続く第 82 回帝国議会（1943 年 6 月 16 日 ― 1943
















226 名，大学予科 52 名，専門学校 436 名，女子専門学校 7名，中等学校 708 名，女子中等学校 18





等学校年額 240 円，専門学校，高校および予科年額 600 円，大学年額 800 円を基準とするものであっ
た。 









まっていた。1943 年 12 月 17 日には法案要綱の閣議決定があり，第 84 回帝国議会（1943 年 12 月
26 日 ― 1944 年 3 月 24 日）での成立が目指された。衆議院では 1944 年 1 月 22 日に提案，同年同月
28 日には本会議可決，貴族院では 1944 年 1 月 29 日提案，同年 2月 5 日本会議可決を経て大日本
育英会法は成立し，2月 16 日に公布されて施行日は 1943 年 4 月 16 日とした。これにより，4月
18 日に財団法人大日本育英会は解散されて，4月 20 日成立の特殊法人大日本育英会にすべての業
務が引き継がれた。財団法人大日本育英会は僅か半年で発展的解消となり，国家的奨学金制度とし
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制を理解するのが一般的ではないのか。「大東亜戦争ニ際シ学校教育ニ付時局ニ即応スル措置ヲ講
ズルヲ以テ目的トス」という「国民学校令等戦時特例」は 1944 年 2 月 16 日に，「国家焦眉ノ要請
ニシテ学徒動労動員ノ真価此ニ発揮セラルルヲ銘記セサルヘカラス」という「決戦非常措置要綱ニ
基ク学徒勤労動員ニ関スル件」は文部省訓令として 1944 年 4 月 17 日に，学徒勤労令は 1944 年 8
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かげで，議員の説得がうまくいった」と革新的官僚の協力を評価している。」（同書 12 ― 128 頁）と
いうのが著者飯田洋のまとめである。 




 ⒀　引用文献（1）15 頁。 


























  http://www.ohira.or.jp/cd/book/zai/index.html（2016 年 7 月 9 日確認） 
⒃　 引用文献（2）47 ― 54 頁。これに関連する資料として文部科学省のホームページに編集者・監修者
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Ideological Headwaters of Loan System Scholarship:  Discussion of 
the Establishment of the Japan Scholarship Foundation 
Takeo  SHIBATA  
 Abstract 
　  The discussion of the national scholarship system established in wartime Japan was centered 
on the question of whether to make funds available to students as either a system of benefits or 
a system of loans.  The idea that the nation should recruit future government employees 
through scholarships as a matter of course was rejected.  A scholarship system funded by public 
finances was seen as almost impossible, but a loan system would enable the national treasury to 
bear the burden of sufficiently supporting a great number of students.  In order to be able to fi-
nance the large number of loans required by students, financing a child’s education was felt to 
be the responsibility of the parents.  Furthermore, the belief that management of education 
should not be handled by the government, but should be left up to individual families, formed 
the ideological background of this discussion. 
Key word:  loan scholarship , benefit plans scholarship ,  old Japan Scholarship Foundation ,  familism, 
    war orphans 
 
